
三重県財政の現状三重県財政の現状三重県財政の現状三重県財政の現状

平成２２年１０月平成２２年１０月平成２２年１０月平成２２年１０月

三三 重重 県県

1

「美（うま） し国おこし・三重」の

マスコットキャラクター

「う～まちゃん」



目次目次

1 三重県の概要と主な産業 3 ペ ジ1 三重県の概要と主な産業 3 ページ

○ 三重県の概要 4 ３つづき

○ 三重ブランド 5 ○ 債務負担行為の推移 24 ページ

○ 優れた交通アクセス 6 ○ バランスシート（普通会計） 25

○ リ ディング産業の集積 7 ○ 行政コスト計算書（普通会計） 26○ リーディング産業の集積 7 ○ 行政コスト計算書（普通会計） 26

○ 相次ぐ設備投資 8

4 公営企業会計等の財務状況 27

2 平成22年度一般会計予算 9 　 ○ 公営企業会計の財務状況 28

○ 般会計歳入予算の構成割合（性質別） 10 ○ 「企業庁のあり方に関する基本的方向」の具体化 29○ 一般会計歳入予算の構成割合（性質別） 10 ○ 「企業庁のあり方に関する基本的方向」の具体化 29

○ 一般会計歳出予算の構成割合（性質別） 11 　による経営改善

○ 「県立病院改革に関する基本方針」 30

3 普通会計決算 12 ○ 地方三公社の財務状況 31

○ 普通会計決算（１）歳入決算の推移 13 ○ 第三セクタ に対する損失補償 32○ 普通会計決算（１）歳入決算の推移 13 ○ 第三セクターに対する損失補償 32

○ 普通会計決算（２）県税収入の推移 14

○ 県民１人当たり地方税と地方債残高 15 5 財政指標 33

○ 普通会計決算（３）歳出決算の推移 16 ○ 主な財政指標の推移 34

○ 普通建設事業費の推移 17 ○ 実質公債費比率と将来負担比率（財政力指数補正） 35○ 普通建設事業費の推移 17 ○ 実質公債費比率と将来負担比率（財政力指数補正） 35

○ 人件費及び職員数の推移 18

○ 社会保障関係経費の推移 19 6 今後の県政運営 36

○ 県債発行額の推移 20 ○ 「県民しあわせプラン」 37

○ 公債費 県債残高の推移 21 ○ 簡素で効率的 効果的な県政運営 38

2

○ 公債費・県債残高の推移 21 ○ 簡素で効率的・効果的な県政運営 38

○ プライマリーバランスの推移 22 ○ 起債運営の基本的な考え方 39

○ 基金残高の推移 23 ○ 今年度の起債概要 40



１ 三重県の概要と主な産業１ 三重県の概要と主な産業１．三重県の概要と主な産業１．三重県の概要と主な産業

3



三重県の概要三重県の概要

・日本の中央に位置する三重県は、南北に細長く、山地・平野・海岸地域と変化に富んだ地形
と美しい自然に恵まれています。
・古くから開けた三重県は、伊勢神宮をはじめ、熊野古道が世界遺産登録されるなど、多くの歴
史的・文化的資産を有するほか、世界的モーターレースF1グランプリが開催されるなど近代的

項 目 データ 全国順位 参 考

人 口 186万人 22位（Ｈ21年度） 人口増加率：全国第９位（H20年度）

史的 文化的資産を有するほか、世界的モ タ レ スF1グランプリが開催されるなど近代的
テーマパークも充実しています。

人 口 186万人 22位（Ｈ21年度） 人口増加率：全国第９位（H20年度）

面 積 5,777km² 25位（Ｈ20年度） 自然公園面積割合：全国第３位（H20年度）

実質経済成長率 3.6% 5位（Ｈ19年度）

人口 人当たり県民所得 3 229千円 5位（ 19年度）人口一人当たり県民所得 3,229千円 5位（Ｈ19年度）

実質経済成長率の推移 一人当たり県民所得の推移
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三重ブランド三重ブランド

美しい海と緑豊かな自然がいっぱいの三重県は、美味しい海の幸・山の幸の宝庫です。

真珠的矢かき

伊勢茶

伊勢エビ

美（うま）し国みえ

あわび松阪牛 あわび松阪牛
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優れた交通アクセス優れた交通アクセス

大阪ま 名古屋ま 東京ま

日本の中央に位置する三重県は、中部圏と近畿圏の両方に属し、鉄道のほか、東名阪自動車
道や第二名神高速道路、幹線国道が充実し、二大都市圏へのアクセスが便利です。また、中部
国際空港へのアクセス、港湾施設など、海外からのアクセスも充実しています。

大阪まで

道路：130km 2時間

鉄道：125km 1時間30分

名古屋まで

道路：70km 1時間

鉄道：65km 50分

東京まで

道路：425km 5時間30分

鉄道：435km 2時間30分

鈴鹿サーキット

伊勢神宮

世界遺産熊野古道
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リーディング産業の集積リーディング産業の集積 ～ﾊﾞﾚｰ構想の推進～～ﾊﾞﾚｰ構想の推進～

三重県は、国内でも有数の石油化学コンビナートを有するとともに、自動車、造船などの輸送
機械製造業や半導体、液晶などの先端産業が発達しており、我が国の「時代と次代」を担うリー
ディング産業が集積しています。例えば、製造品出荷額については、平成１３年を基準とした５年
間の伸び率が40 1％増と 全国第1位を記録しました

製造品出荷額等（平成21年度）

間の伸び率が40.1％増と、全国第1位を記録しました。

輸送用機械機器

その他

14.7%

プラスチック

輸送用機械機器

26.5%
非鉄

3.0%
業務用

3.0%

電気

食料

4.1%

金属

3.6%

3.3% 9兆2,046億円

【全国第９位】 バレー構想とは、三重県内の産業構造を国際競
争に打ち勝てる多様で強靭なものにするための産
業政策です。三重県内での産業集積を活かし、新

化学

11 2%

石油

5.5%

電気

4.8% 電子部品

20.5%

従業員一人当たり製造品
出荷額等5 469万円

業政策です。三重県内での産業集積を活かし、新
規成長産業の世界的集積地を目指して、より一層
の集積を図るような戦略的な取組みを行います。

現在、三重県ではクリスタル、シリコン、メディカル
の３つのバレー構想を推進しており、関連業種の立
地を促進する補助制度を設けるほか 技術開発
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11.2% 出荷額等5,469万円

【全国第５位】

（平成19年度）

地を促進する補助制度を設けるほか、技術開発、
ネットワーク形成等の支援をしています。



相次ぐ設備投資相次ぐ設備投資⇒⇒出荷拡大出荷拡大

15.0

20.0

25.0

全国の電子部品・デバイス出荷額（H20）

3.0

4.0

5.0

全国の集積回路出荷額（H20） （千億円）（千億円）

全国トップ 全国トップ

《電子部品・デバイス》

0.0

5.0

10.0

三重 長野 愛知 大阪 兵庫 埼玉 福島 千葉 広島 秋田 0.0

1.0

2.0

3.0

三重 大分 熊本 福岡 広島 鹿児島 京都 富山 埼玉 岩手

《輸送用機械》
トヨタ車体、デンソー、

本田技研工業 八千代工業 等

《科学》
三菱化学、ＪＳＲ、ＢＡＳＦｼﾞｬﾊﾟﾝ、
味の素 東ソー コスモ石油

《電子部品 デバイス》
富士通、東芝、シャープ 等

本田技研工業、八千代工業 等 味の素、東ソ 、コスモ石油、
昭和シェル 等

独創的な技術や高い技術力を持つ
中小企業の存在

製造施設への投資

㈱東芝 ・・・・・・ １兆円以上（NAND型フラッシュメモリ）

研究施設への投資
㈱東芝 １兆円以上（NAND型フラッシュメモリ）
シャープ㈱ ・・・ ７，０３０億円（液晶パネル・テレビ）
富士通㈱ ・・・・ ２，８００億円（半導体システムLSI）
凸版印刷 ・・・・ ９３０億円（液晶カラーフィルター）
八千代工業㈱ ５００億円（自動車）
三菱マテリアル㈱ ３００億円（多結晶シリコン）
本田技研 業㈱ ０億円（自動車）

ＪＳＲ㈱ ・・・・・１００億円（情報・電子材料）
NTN㈱ ・・・・・ ３０億円（要素技術）
三菱化学㈱ ３５億円（プラスチック製品）
日本ｷｬﾎﾞｯﾄ・ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ ・・・・・

２５億円（半導体スラリー）
等々
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本田技研工業㈱ ２８０億円（自動車）
エボニックデグサジャパン㈱ ２００億円（モノシランガス）
※製造施設全体で２兆円以上が三重県に投資されています

等々
※研究開発全体で２００億円以上が三重県に投資
されています



２ 平成２２年度一般会計予算２ 平成２２年度一般会計予算２．平成２２年度 般会計予算２．平成２２年度 般会計予算
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一般会計歳入予算の構成割合（性質別）一般会計歳入予算の構成割合（性質別）

・平成２２年度当初予算は、対前年度比1.0％増の6,763億円で、１０年ぶりの増額予算。
・県税収入は、個人県民税や法人事業税の減少などにより対前年度比11.4％減の2,005億円。

債 臨時財政 策債 幅増 前年度 増 億

平成２１年度当初予算 平成２２年度当初予算

・県債は、臨時財政対策債の大幅増加により、対前年度比13.9％増の1,469億円。

その他
 2.2%

諸収入

国庫支出金
 10 .0%

その他
1.5%国庫支出金

10.3％

669億円 696億円

特定財源

 31.5%

諸収入
 3.5%

繰入金
 3 .8%

県税
 33 .8%

特定財源

 31.6%

県税
 29 .6%

繰入金
 3 .8%

諸収入
 3.1%

2,005億円

一般財源

県債
(臨財債除く）

 12 .0%

一般財源

県債

(臨財債除く）

 10.7%

総 額
6,696億
3,797万

6千円

総 額
6,763億
2,814万

9千円

2,264億円

800億円

2,135億円2,108億円

68.5%

その他 地方交付税

県債（臨

財債）7.3%

 68.4%

地方交付税

県債（臨財
債）11 .0%

1,300億円

1,286億円

724億円

489億円

800億円

4,629億円4,588億円
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その他
 8 .2%

地方交付税
 19 .2%

 19 .2%
その他
 8 .6%

745億円

489億円



一般会計歳出予算の構成割合（性質別）一般会計歳出予算の構成割合（性質別）

・義務的経費は、人件費・社会保障関係費・公債費の増加により対前年度比1.7％増。
・投資的経費は、国庫補助事業等の減少により対前年度比2.2％減。

災害復旧

平成２１年度当初予算 平成２２年度当初予算

災害復旧
事業
 0.6%

その他
23 8%

その他
23 6%

災害復旧
事業
 0.7%

  総　額
6 763億

その他
 23 .8%

人件費
 34 .9%

23 .8%

  総　額
6 696億

その他
23.6%

23 .6%

人件費
 35 .1%

6,763億
  2,814万
    9千円投資的

経費
16.2%

義務的
経費

 60 .0%

単独事業
 6 .3%

　6,696億
    3,797万
　　6千円

義務的
経費

 59 .6%

投資的
経費

 16 .8%

単独事業
 5 .1%

直轄事業
3 1%

公債費

補助事業
 6.0%

直轄事業
4 0%

補助事業
 6 .7%

公債費
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受託事業
 0.2% 社会保障関

係経費
 10 .8%

 3 .1%  14 .3%4 .0%  13 .9%
社会保障関

係経費
 10 .6%

受託事業
 0 .2%



33 普通会計決算普通会計決算3.3.普通会計決算普通会計決算
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普通会計決算普通会計決算

自主財源比率は上昇傾向。平成２０年度決算では５１．１％（全国第１８位）
なお、平成２１年度決算では経済危機による税収の減により３９.２％と大幅に減少。

（１） 歳入決算の推移

なお、平成２１年度決算では経済危機による税収の減により３９.２％と大幅に減少。

普通会計歳入決算の推移 歳入構造の変化

（単位：億円）（単位：億円）
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1,001

1,170
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3,000

4,000

20%

30%
地方交付税

県債

その他自主財源

県税

40%

2,323 2,043 2,089 2,203 2,279 2,449
2,761 2,670

2,075

774

0

1,000

2,000

0%
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自主財源比率
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普通会計決算普通会計決算

・法人二税は、積極的な企業誘致の成果もあって平成14年度から平成19年度まで増加。
但し、平成２１年度は経済危機の影響により対前年度比約５００億円の減収。

（２）県税収入の推移

但し、平成２１年度は経済危機の影響により対前年度比約５００億円の減収。
・個人県民税は平成19年度から税源移譲により大きく増加
・地方税徴収率は高い水準（平成20年度97.3％）

県税収入の推移 県税収入の構成比推移

3,000
2,735

11.7% 11.7% 12.4% 12.9% 12.8% 13.0% 12.4% 13.2% 11.6% 13.0%
16.4%

100.0%

県税収入の推移 県税収入の構成比推移

2,674

（単位：億円）（単位：億円）
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14.8%
15.2% 24.1%

25.4%

32.0%

40.0%
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298

660

0
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30.5% 28.7% 28.9% 28.5%
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※都道府県精算金を含む。



県民１人当たり地方税と地方債残高県民１人当たり地方税と地方債残高

１人当たり地方債残高／１人当たり地方税 ５．４１倍（全国第11位）
１人当たり地方税 → １１．２万円（全国第１１位）
１人当たり地方債残高 → ６０．４万円（全国第１２位）

140

単位：万円
（平成21年度）
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財政状況悪い

0

20

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0 10.0 12.0 14.0 16.0

15

【１人当たり地方債残高／１人当たり地方税】

単位：倍



普通会計決算普通会計決算

歳 決算 推移

・厳しい財政状況の下、「選択と集中」を図りながら「身の丈」にあった財政運営。
・実質収支は、昭和４７年度以降一貫して黒字。

（３）歳出決算の推移

実質収支は、昭和 年度以降 貫して黒字。

性質別決算額の推移 主な経費の推移（H11を100にした場合）

10,000
単位：億円

140
％

国の経済対策
に伴う基金積
立の影響

７,956 ７,948 ７,729

1,870 1,992
1,994

1,820

1,956
1,786 1,734 1,804

1,787 1,931
2,4206,000

8,000

80

100

120７,290
6,980

6,646 6,710 6,651 6,509 6,555

7,068

3,425 3,551 3,627 3,597 3,474 3,431 3 370 3 395 3,458 3 381 3 343

2,662 2,404 2,108
1,873

1,550 1,429 1,605 1,452 1,263 1,243 1,304

2,000

4,000

40

60

3,425 , 3,431 3,370 3,395 , 3,381 3,343

0

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21
年度

義務的経費 投資的経費 その他経費

0

20

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 年度

人件費 債費 普通建設事業費 補助費等義務的経費義務的経費

16

人件費 公債費 普通建設事業費 補助費等義務的経費
（人件費・公
債費等）は

横ばい



普通建設事業費の推移普通建設事業費の推移

・普通建設事業費は大幅に減少（H２１は対H１１比で５２％減）している。
・標準財政規模に占める普通建設事業費の割合も、６７％（Ｈ１１）⇒３２％（Ｈ２１）にまで減。

（単位：億円）

2 637

3,000 80.0%

直接的な工事コストの縮減だけでな
く、間接的な工事コストの縮減、計画
性・ランニングコストも視野に入れ「公
共事業 縮減 関する第 次行動2,637

2,390

2,069

1 8232,000

2,500

60.0%

70.0%

共事業コスト縮減に関する第３次行動
計画」により、コストを縮減。

1,823

1,528
1,361 1,413 1,385

1,239 1,227 1,275
1,500

,

50.0%

500

1,000

30.0%

40.0%

0

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

20.0%

普通建設事業費 標準財政規模に占める普通建設事業費の割合（右軸）

17



人件費及び職員数の推移人件費及び職員数の推移

・職員数については、平成10年度からの10年間で約1,900人（7.5％）削減。
・人件費は退職手当を除いたベースでは減少傾向。

（退職手当については、平成20年代後半まで高水準で推移する見込み。）

2,450 25,500

（単位：億円） （単位：人）

161 184 175

196 238

24,920

24,714

24 362
2,300

2,350

2,400

24,500

25,000

155 156 155

185

238

221

236

24,362

24,093

23,856
23,733 23,679

23 441

23,573
2 150

2,200

2,250

23 500

24,000

2,227 2,223 2,235
2,195

2,145 2,146 2,150 2,158 2,168
2,134

2,088

23,441

23,148

22,8782,050

2,100

2,150

23,000

23,500

2,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

22,500

人件費

（退職手当を除く）

退職手当 職員数（右軸）

18



社会保障関係経費の推移社会保障関係経費の推移

（単位 億円）

・高齢化率の上昇に伴い、年々増加（三重県の老年人口割合 2３．１％【H２０ 全国第27位】）
・国の制度改正等により大きな変動が想定されるが、今後とも増加傾向の見込み。

651
674

694
711

700

800 24%
（単位：億円）

（当初予算ベース）

484
500

483 482

572

651

500

600

19%

484 483 482

400

500
14%

200

300
9%

100

4%

19

0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

-1%

社会保障関係経費 標準財政規模に占める割合（右軸）



県債発行額の推移県債発行額の推移

億円

・平成４年度以降、国の経済対策に対応した公共事業の実施などにより大幅増。
・平成１５年度以降は、臨財債や退職手当債といったいわゆる特例債の占める割合が高い。

489

1,653

1 400

1,600

億円

60

1546

54

242

1,180

1,052

1,124

1,037

1,238

1,036
1,064

1 005 1 001 985 1 001

1,1701,200

1,400

102
87

86
15

28

28
59

38 24

26

125

315

100

67

46

113

225

440

317
244

220

199

242

729

908
929

957
1,005 1,001 985

942

1,001

800

1,000

臨時財
政対策
債
減税補

729

1,180

841

1,006
1,070

951

1,178

1,021

901
816 780

40

53

703
674

748

699
716400

600
てん債
等
退職手
当債

建設地
631

525

674

0

200

方債

20
※減税補てん債等は、「減税補てん債」及び「減収補てん債（特例分）」

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 年度



公債費・県債残高の推移公債費・県債残高の推移
・公債費は、投資的経費が伸び始めた平成４年度以降伸びてきたが、近年は９００億円

を超える水準で推移（ピークはH2９年度）。
・県債残高も、平成４年度以降伸び続け平成２０年度末に１兆円を超えたが、臨時財政

対策債等を除いた建設地方債については 横ばいで推移

11 912
12,011 12,05111,99611 92712,071

現在高
(億円)

2 400

公債費
(億円)

年度末 在高

対策債等を除いた建設地方債については、横ばいで推移。

県民一人当たり県債残県民一人当たり県債残
高は、60万4千円で、全
国第12位と低水準にあ

2,246

2,887
2,912 2,912 2,875 2,847 2,813 2,747 2,670 2,590

9,445
9,612

9,825

10,238

11,148

11,912
, 11,99611,927 11,84011,75511,687

,

10,000

12,000

1 800

2,000

2,200

2,400年度末現在高

年度末現在高 （臨時財政対策債）

年度末現在高 （減税補てん債等）

年度末現在高 （退職手当債）

年度末現在高 （建設地方債）

りますります。

102 189
289 376 433 476 507 528 539 540 531 525

253

303

302
308 303

312
333 340 332 332

431

721
695 665 615

338 778 1,095
1,338 1,554

1,683

1,853

8,231
8,460

8,626
8,810

9,011
9,227

535 495 456 418 385

305

575
113

7,084

7,783

1 130
1,171 1,188

1,2121,211 1,200

8,000

1 200

1,400

1,600

1,800
公債費（合計）【右軸】

253

67

113

167

4 164

4,861

5,684

6,474

551

676

788
844

938
1,0091,003 996 971 939 948 968 922 910 940

1,008
1,048

1,130

6,000

600

800

1,000

1,200

2,566 2,742

8,208 7,921 7,767 7,708 7,892 8,001
8,094 8,080 8,136

2,402

3,224

4,164
4,794 5,5716,3076,831 7,4807,929 8,153 8,169 7,798 7,727 7,765 7,953

8,067 8,085 8,097 8,187

2,566
2,402

2,742
3,224

4,164

394
334 341 339

374
419

453

2,000

4,000

0

200

400

600

21

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 年度

（注） 県債発行額は、平成２１年度までは決算、平成２２年度は１０月補正後予算、２３年度以降は、
県債発行額を一定の仮定を置いて、推計したもの。



プライマリーバランスの推移プライマリーバランスの推移

プライマリーバランスの推移プライマリーバランスの推移平成１５年度以降は、国の三位一体改革や景気後退の影響により悪化傾向。

800億円

633億円 637億円

407億円
354億円

400億円

600億円

800億円

1億円

113億円 97億円

280億円

174億円
128億円

21億円

210億円 205億円
195億円

43億円
14億円

0億円

200億円

400億円

△ 155億円

△ 101億円
△ 83億円

△ 60億円

△ 400億円

△ 200億円

億円

△ 598億円

△ 444億円

△ 800億円

△ 600億円

三重県

全国平均（東京都を除く単純平均）

プライマリーバランス＝地方債や基金以外の県税などの当該年度の収入－公債費以外の経費。

△ 819億円

△ 1,000億円

H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

22

債 税 該 度 債費 費

※±0で収支均衡を示し、マイナスは地方債や基金に頼った財政運営を示す。

※臨時財政対策債などの、実質的に地方交付税と言える地方債は、地方債に分類せず算定。



基金残高の推移基金残高の推移

・基金残高は、平成５年度以降減少傾向にあり、１０年度以降は大幅に減少。
・平成２１年度末残高は９０７億円。国の経済対策に伴う特定目的基金の造成により、

対前年度比３９６億円の増加。

2,000 60.0%

・県債管理基金には、市場公募債発行額の３０分の１を発行年度から積み立てることとしており、
平成２２年度より積立を開始。積み立てた基金は、地方債等にて長期運用し、調達コストを軽減。

49.4%

46.3%

1,600

1,800

50.0%

国の経済対策に

819

790

719

42.6%

34.6%

1,200

1,400

億

40.0%

伴う基金積立に
よる増加

663

612

533

520

489

346

324

281

25.6%

22.0% 22.1%
21.3%

18.0%

24.0%

21.9%

19.4%

16 7%

22.6%

600

800

1,000
億
円

20.0%

30.0%

特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

222
168

761

692 697

532

347
250

268 248

204

305

358
298

222

45
2

0

391 293

281

341

775

16.7%

11.6%

12.5%

200

400

10.0%

基金現在高比率（右
軸）

○基金現在高比率
標準財政規模に占める基

金現在高の割合を示す。

23

141 141 139 139

59
86

112 111 98 94
137 129 124

168
132

0

H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

年度

0.0%



債務負担行為の推移債務負担行為の推移

債務負担行為にかかる翌年度以降の支出予定額は、将来負担比率に占める割合が
６．２％と相対的に低い状況。

1 400

単位：億円

債務負担行為（翌年度以降の支出予定額）の推移

債務保証又は損失
補償に係る翌年度

1,215

953
977

1,086 1,093 1,1011,200

1,400 以降の支出予定額
はなし。

322 279

630

563
525 535

953

800

1,000

105
95 84

162 211
128

330 401 425
400

600
その他

製造工事の請負

建造物の購入

388 368 373

113 92 82

80 75 59

0

200

H16 H17 H18 H19 H20 H21 年　度

建造物の購入

土地の購入

24

H16 H17 H18 H19 H20 H21

端数処理の都合上合計と一致しない場合があります

※平成１８年度以降の「その他」には、国営土地改良事業負担金を含む。



バランスシート（普通会計）バランスシート（普通会計）

平成２０年度決算から総務省方式改訂モデルに基づき、普通会計の財務書類４表を作成・公表。

普通会計バランスシ ト

（単位：百万円）

固定負債 1,159,738 1,236,992

（内訳）

平成２０年度 平成２１年度 平成２０年度 平成２１年度

2,736,871 2,723,721公共資産

（内訳）

普通会計バランスシート

投資等

201,709 190,561

地方債 957,097 1,044,826

長期未払金 932 822

退職手当引当金

（内訳）（内訳）

有形固定資産

売却可能資産

2,735,649 2,722,770

265 267

951

223 325

1,222

損失補償引当金 783投資等

（内訳）

投資及び出資金 流動負債

基金等

115,596

（内訳）貸付金

265,267

128,401

47,390

37,586

223,325

129,767

　翌年度償還予定地方債

37,078

90,806

損失補償引当金 783

112,459

75,029 77,260

　翌年度支払予定退職手当 24,767

39,824流動資産

基金等

　短期借入金（翌年度繰上充用額） 0 0

　未払金△ 1,029回収不能見込額

長期延滞債権 9,611 10,099

35,991

,

△ 1,117

翌年度償還予定地方債,

25,791

　賞与引当金 12,663 12,545

, ,

0 0

負債合計

純資産合計

未収金 2,485

37,147

（内訳）

2,677

現金預金 33,506 1,272,197 1,352,587

1,727,822 1,672,392

25

3,024,9793,000,020資産合計 負債・純資産合計 3,000,020 3,024,979



行政コスト計算書（普通会計）行政コスト計算書（普通会計）
・行政コスト計算書は、人的サービスや給付サービスなど資産形成につながらない行政サービ
スの経費を総合的に示すもの。
・行政コスト総額は5,463億円（県民一人当たり295千円）であり、「人にかかるコスト」が40.1％と
大きな割合を占めている。大 な割合を占 。

県民一人当たり行政コスト

性 質 別 平成21年度末 構成比

1 人にかかるコスト 121千円 40.1%

２ 物にかかるコスト 67千円 22 2%２ 物にかかるコスト 67千円 22.2%

３ 移転支出的なコスト 104千円 34.5%

４ その他にかかるコスト 10千円 3.2%

行政コスト 合計 302千円
その他にか

かるコスト行政コスト 合計 302千円

１ 使用料・手数料 6千円

２ 分担金・負担金・寄附金
（市町村からのものを除く）

1千円

人にかかる

コスト

40.1%

移転支出的

なコスト

34.5%

物にかかる

かるコスト

3.2%

経常収益 合計 7千円

（差引）純行政コスト 295千円

住 基 人 口（Ｈ22.3.31) 1,849,703人

コスト

22.2%

26

住 基 人 口（Ｈ22.3.31) 1,849,703人



４ 公営企業会計等の財務状況４ 公営企業会計等の財務状況４．公営企業会計等の財務状況４．公営企業会計等の財務状況

27



公営企業会計の財務状況公営企業会計の財務状況

水道及び 業用水道事業は 毎年 定 純利益 健全な経営・水道及び工業用水道事業は、毎年一定の純利益＝健全な経営。
・電気事業は、水力発電事業は黒字だが、RDF償却発電事業が純損失。⇒RDF発電事業の新
たな運営主体への移管を検討。
・病院事業は、報酬単価引下げ、医師不足等で純損失。⇒新たな経営計画を検討。

（単位：百万円）

水道
区　　　　　分

工業用水道 電気

平成２０年度 平成２１年度

病院

平成２０年度 平成２１年度平成２０年度 平成２１年度 平成２０年度 平成２１年度

総　　収　　益

総　　費　　用

当年度純損益

収
益
的

収
　
支

3,174 3,231

3,113 2,929

18,977 18,706

17,633 17,68911,128 12,000

1,581 1,893

5,492 5,793

906 416

9,547 10,107

6,398 6,209

△ 1,344 △ 1,018△ 61 △ 302

資産の部

固定資産

流動資産

199,798 197,847

185,351 183,240

14,447 14,606 14,584 14,842

135,203 135,290

120,619 120,448

2,656 2,696

31,868 30,704

28,414 27,27616,473 15,850

3,086 2,664

19,558 18,514

流動負債

その他

貸
借
対
照
表

負債の部

固定負債 7,215 6,859

941 1,014

11,655 10,662

572 506

527 342

290 265

104 141

798 733

1,584 1,641

1,480 1,499

0 0

8,157 7,873 817 607

－ 0－ 0

12,227 11,167

流動負債

資本の部

自己資本金

企業債

剰余金

表

189,974

67,610 61,817

53 702 55 636

70,330 72,520

,

191,641

23,559 22,827

41 822 41 462

57,595 59,833

122,976 124,122

4,507 3,974

1 271 969

12,964 12,964

18,741 17,907

, ,

26,791 25,717

30,284 29,063

2 936 2 790

557 557

28

※本表の金額は消費税及び地方消費税を含まない。
※単位未満四捨五入のため、個々の額と合計額が一致しないことがある。

財政健全化法の資金不足比率

剰余金 53,702 55,636 41,822 41,462 1,271 969 2,936 2,790

- - - -- - - -



「企業庁のあり方に関する基本的方向」の具体化による経営改善「企業庁のあり方に関する基本的方向」の具体化による経営改善

長期経営ビジョンに基づき、水道事業の１市供給地域における市水道事業への一元化、水道・
工業用水道事業における技術管理業務の包括的な民間委託、水力発電事業の民間譲渡等を
着実に推進

    年度 

取組 
Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ 

  
Ｈ２５ Ｈ２６以降 

市水道事業へ

の 元化

        

企業庁長期経営ビジョンにおける目標

Ｈ２３   Ｈ２４ 

伊賀市による経営 伊賀市への
元化の一元化

志摩市による経営 

市水道事業への一元化  ６５，９５０千円
・志摩分水配管布設工事       34,776千円  など

市水道事業への一元化に向けた取組 志摩市への
一元化 

一元化

技術管理業務

の包括的な 

民間委託 

 

 

   

 

 

    

「安全・安定」供給の検証

技術管理業務の包括的な民間委託 
           ２２７，３６６千円
・工業用水道事業における統括運転管理及び浄水場等管
理業務委託        227,366千円 

工業用水
道浄水場
等の包括
的民間委
託 

水道浄水
場等の包
括的な委
託

水力発電事業

の民間譲渡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
      

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

包括的な委託への取組(水道）
「安全・安定」供給の検証

水力発電事業の民間譲渡 ２７５，８２６千円
･施設整備費(修繕・改良等)       125,784千円 
用地測量調査委託 千円

民間譲渡に向けた取組 

託

民 間事業 者

に よる経 営

開始

 

ＲＤＦ焼却・ 
発電事業の新
たな運営主体
の移管

       

･用地測量調査委託       117,737千円 
・PCB含有主要変圧器取替設計委託 20,000千円 など

新しい運営形態に向けた取組

安全・安定運転の取組

新たな運営形

態による運営

開始 

29

の移管

 



「県立病院改革に関する基本方針」「県立病院改革に関する基本方針」

■改革の目的
病院の運営管理体制を再構築し、今後とも健全な経営を継続することを前提に、

各病院が県民に良質で満足度の高い医療を安定的・継続的に提供

■改革の目的
病院の運営管理体制を再構築し、今後とも健全な経営を継続することを前提に、

各病院が県民に良質で満足度の高い医療を安定的・継続的に提供

改革の効果 改革の工程運営体制の変更病院名
純損益

（Ｈ21決算）

・病院長の責任権限の明確化による自主的・
  自律的な経営
・職員採用の柔軟化
・外部評価委員会の設置による継続的な改善など

平成２４年４月を目
途に移行

△385百万円
・県立病院として維持
・運営形態：地方独立行政法人に移行

総合医療センター

・精神科拠点病院としての県の医療政策の確保
・外部評価委員会の設置による継続的な改善

平成２４年度以降の
運営方針を含め検討
中

２７６百万円

・県立病院として維持
・運営形態：病院長を事業管理者とし、
   地方公営企業法全部適用による運営
   を継続

こころの医療センター

・民間ノウハウの活用による保健・医療・福祉の
  領域にまたがる総合的な高齢者ケアへの転換
・引き続き病院としての機能を維持し、地域医療
  の確保

平成２４年度以降の
運営方針を含め検討
中

一志病院
・病院は事業者へ移譲
・地域医療を確保するために県として
  必要な支援策等について検討

△１１百万円

平成２４年４月を目
途に移行

・医師確保を図ることで地域医療の充実
・民間の柔軟かつ効率的なノウハウの活用
・事業者による柔軟かつ迅速な対応が可能

・県立病院として維持
・運営形態：指定管理者制度に移行

志摩病院 △８９８百万円
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地方三公社の財務状況地方三公社の財務状況

地方三公社の財務状況は健全。
・住宅供給公社については、当期損失を計上したが、剰余金が多額にあることから影響少。
⇒一層の経費節減に努め、組織運営の効率化を図る。

（単位：百万円）

三重県道路公社

平成２０年度 平成２１年度

1,750.0 1,750.0

1 750 0 1 750 05 0 5 0

三重県住宅供給公社

平成２０年度 平成２１年度

5.0 5.0出
資

出資額合計 5.2 5.2

うち本県出資額 5 2 5 2

区　　　　　分
三重県土地開発公社

平成２０年度 平成２１年度

①

②

④

損
益
計

経常利益 ③＝①－② △ 101 △ 104

1,750.0 1,750.0

110 129

- -0

5.0 5.0

-

772 232

873 336

-

314 322

205 193

6,455 5,407

6,397 5,333

58 74

0

経常費用

経
常
損
益

経常収益

特別利益

資 うち本県出資額 5.2 5.2

④

⑤

⑥

算
書

△ 101 △ 104

15 19

-- 0

- -

1,3621,352

- 0

- -

⑦＝③+④-⑤-⑥

21,946 19,027

-

110 129

- -58 74当期利益

特別法上の引当金繰入額

特別損失

流動資産

- - 2 478 2 607

6,019 5,989

782 789

6,817 6,797

712 713

877 727656 662

3,998 3,819

136 55

2,646 2,458

- -

6,096

14,245 13,455

8,238

45 39

6,128

--

6,195

28,119 25,261

特別法上の引当金

固定負債

固定資産

投資その他資産

貸
借
対
照

資産合計

資
産

負
債

流動負債

- - 2,478 2,607

1,000

1,750.0

3,206 3,103

3,201 3,098

791 717

5.0 5.0

2,750

1,750.0

1,000

4,067 4,047

2,750

5,705

5,636 5,710

-

22,483 19,551

5.2 5.2

-特別法上の引当金

5,631

負債合計

資
本

資本金

剰余金・準備金

資本合計

表
債

31

- - -損失補償契約に係る債務残高（期末残高） - - -

- 797債務保証額（期末残高） 7,048 6,461 - 645

- - -将来負担比率算定に係る将来負担額 - - -



第三セクターに対する損失補償第三セクターに対する損失補償

第三セクタ の将来負担比率寄与度は小さい第三セクターの将来負担比率寄与度は小さい。

（単位：百万円）

三重県信用保証協会

平成２０年度 平成２１年度
区　　　　　分

(財)三重県環境保全事業団

平成２０年度 平成２１年度

(財)三重県農林水産支援センター

平成２０年度 平成２１年度

①

②

④

営業利益 ③＝①－②

35.1% 22.8%

8,578 4,727

3,759

5,032 4,060

26 △30０

営業収益

経
常
損

営業費用

5,057

県出資額

営業外収益

出
資

48 48

出資割合 31.0% 31.0%

2,301 2,281

83.6% 83.5%

④

⑤

⑥＝③+④-⑤

⑧

⑨

⑨

△265

20 36

8

2,1432,168

122163 47

1,794 727

1,669 415

1

0

⑩＝⑦+⑧ ⑨ 8

損
益
計
算
書

法人税等 1

損
益

特別利益

特別損失

38

当期利益

営業外収益

営業外費用

経常利益 △ 237 △189

△ 237 △189

534,985 552,736

216 315

33,221 37,433

122

501,764 515,303

- -

5,226

163 47

3,721

2,332 3,284

3,733 4,212

9,720 11,217

4,820

3,655

2,880 2,875

⑩＝⑦+⑧-⑨ 8当期利益

流動資産

固定資産

繰延資産

貸
借
対

資産合計

資
産

負
流動負債

767 478

- -

3,647 3,353

215 135

△ 237 △189

債務保証額（期末残高） - - -- -

28,266 23,351

529,386

21,065 20,732

7,201 2,618

529,071506,503

506,719

4,507 5,552

-

237 283

392 439

156

9,327 10,778

156
資
本

資本金

剰余金・準備金

資本合計

固定負債

負債合計

対
照
表

負
債

752 646

537 511

2,895 2,707

（主な業務）
・産業廃棄物の埋立最終処分
・市町や企業からの委託による一般
廃棄物・産業廃棄物の溶融処理など

（主な業務）
・農地の買入・売渡、借入・貸付、農
業用機械・施設のリースなどの農地
保有合理化事業
・農林水産業への新規就業・就職の

（主な業務）
・中小企業が金融機関から貸付を受
けること等により金融機関に対して負
担する債務保証主な業務

28 187 170

将来負担比率寄与度 0.02% 0.17% 0.01% 0.01% 0.05% 0.05%

将来負担比率算定に係る将来負担額 74 583 23

40 21,736 16,470損失補償契約に係る債務残高（期末残高） 736 648 33

32

※本表は地方３公社を除く。

※単位未満四捨五入のため、個々の額と合計額が一致しないことがある。

農林水産業 の新規就業 就職の
ための研修、相談及び労働環境改善
への支援など



５ 財政指標５ 財政指標５．財政指標５．財政指標
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主な財政指標の推移主な財政指標の推移

内 容 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21

・フローの指標（経常収支比率）は改善傾向。
・ストックの指標は、負債等の負担が相対的に小さいことを示す。

財政力指数
交付税の算定に用いる収入額

を需要額で除した値（数値が大
きいほど財政に弾力性がある）

0.454 0.454 0.466 0.49 0.54 0.586 0.618 0.615

公募団
体順位

15 15 15 12 12 15 14 14

経常収支比率 経常経費に充当した一般財源
の額を経常的に収入される一般
財源の額で除したもの（数値が

89.4 85.7 90.5 91.4 94.6 98.6 94.8 94.1

財源の額で除したもの（数値が
小さいほど財政に弾力性があ
る）

公募団
体順位

7 3 6 9 21 19 11 9

実質公債費比率 公債費及び公債費に準ずる経
費（公債費に相当する債務負担
行為に係る支出）に充当した一
般財源を一般財源で除したもの

－ － － 12.3 12.5 12.6 12.6 12.7

公募団
体順位

－ － － 4 8 12 10 9

（単位：％）

（単位：％） 体順位

実質公債費比率
実質公債費比率を財政力指数
で補正

－ － － 25.1 23.1 21.5 20.4 20.7

／財政力指数
公募団
体順位

－ － － 10 10 10 11 10

将来負担比率 交付税措置のない負債残高等
体全体

－ － － － － 185.9 190.9 198.5

（単位：％）

将来負担比率
（地方公共団体全体の会計に加
え、地方公社、第三セクターの
負債も対象）を一般財源で除し
たもの

公募団
体順位

－ － － － － 3 3 5

将来負担比率
将来負担比率を財政力指数で
補正

－ － － － － 317.3 308.8 323.0

／財政力指数
公募団

6 6 8

（単位：％）

／財政力指数
公募団
体順位

－ － － － － 6 6 8

資金不足比率
公営企業会計ごとに、資金不足
額が事業規模に占める割合

－ － － － － 不足なし 不足なし 不足なし

公募団
体順位

－ － － － － － － －
（単位：％）

34

地方債残高／
標準財政規模（一般財源のこと）
に占める地方債の残高

2.35 2.54 2.65 2.6 2.52 2.56 2.52 2.80

標準財政規模
公募団
体順位

1 1 2 3 4 4 6 7

※公募団体順位は平成２２年度時点の公募団体(30団体）を対象とし、数値の良い方からの順位。



実質公債費比率と将来負担比率（財政力指数補正）実質公債費比率と将来負担比率（財政力指数補正）

・実質公債費比率と将来負担比率が低く、財政力指数が高い団体が財政が健全な団体。
・両比率をマトリクスにし、かつ財政力指数で補正することで、財政のﾊﾞﾗﾝｽを評価。

実質公債費比率と将来負担比率（財政力指数補正）

70.0

80.0

実質公債費比率/財政力指数

50.0

60.0

三重県

20 0

30.0

40.0

三重県

財政状況良い 財政状況悪い

0.0

10.0

20.0
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0.0 200.0 400.0 600.0 800.0 1000.0

将来負担比率/財政力指数



66 今後の県政運営今後の県政運営6.6.今後の県政運営今後の県政運営
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「県民しあわせプラン」「県民しあわせプラン」

平成16年３月に、おおむね10年先を見すえた県政のめざすべき将来像とその実現に向けた道筋を示した総合計
画「県民しあわせプラン」を策定。同プランを具体化するため、第一次戦略計画＜平成16年度～平成18年度＞及
び第 次戦略計 成 年度 成 年度 を策定 各事業を展開び第二次戦略計画＜平成19年度～平成22年度＞を策定し、各事業を展開。

現在、第三次の実施計画となる「県民しあわせプラン・第三次戦略計画（仮称）」＜平成23年度～平成26年度＞
を策定中。

「県民しあわせプラン」
めざすべき３つの社会像

「文化力」を政策のベースに

【参考】第二次戦略計画の基本的な考え方

 助け合い、 

ささえあいによる 

絆社会 

くらしの 

安全・安心が 

確立された社会 

一人ひとりが力を発揮し、

経済や産業が 
元気な社会

政策の発想や視点を変えることにより、県民の皆さんとともに公共
サービスの質を高め、県民の皆さんの生活の質を高めることをめざす。

これまでの経済性、効率性を重視し、県が主体となる政策から脱却
し、公共サービスを提供する多様な主体の、互いの力を認め合い、地
域の資源を生かすといった視点から政策を考えていく 元気な社会

 
県

 
県 民 

一 人 めざすべき社会像の実現に向けては 県民のみなさんが

域の資源を生かすといった視点から政策を考えていく。

「新しい時代の公」を仕事の進め方のベースに

 
NPO 

県
 
 人 

ひとり 
めざすべき社会像の実現に向けては、県民のみなさんが

自らの思いをもとに地域の将来をつくっていく“地域主権

の社会”が必要となります。そして、このような社会にふ

さわしい、新しい時代の「公」のあり方を考え、実現し

ていくことが求められています。 

新 時代 公」を仕事 進 方

行政だけでなく、多様な主体の参画を前提として、公共の役割を捉
え直し一緒に「公」を担っていくことで住みよい地域社会をつくる。

国等でも同様の考え方が広まっており、これまでの取組を踏まえ、
・県が主体的に取り組んできた業務を開放していく（開く）
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企業

 地域の

団体 

市町村

県 体 務 放
・多様な主体との協働を円滑に進めるためのルール（結ぶ）
・主体相互に情報の提供や交換をし、取組を進める場（創る）
ことについて検討していく。



簡素で効率的・効果的な県政運営～不断の改善簡素で効率的・効果的な県政運営～不断の改善

「みえ経営改善プラン」

本県では、「みえ経営改善プラン」において平

平成２３年度～

成１７～２１年度の５年間の計画を定め、行政改
革推進法や「骨太の方針２００６」など、国が示し
た行政改革の方針にも対応して着実に経営改

善を実施。

第三次戦略計画（仮称）
を的確に推進するため

《歳出削減効果（試算）》
【歳出削減】 合計 約352億円
定員削減による人件費の削減 約88億円 を的確に推進するため、

引き続きスリムで効率
的・効果的な行政運営を
目指す

・定員削減による人件費の削減 約88億円
（Ｈ１７．４．１と比べ1,099人減少）

・事務事業の見直し 合計 約251億円
目的評価表を活用した「成果の確認と検証」に

よる事務事業の見直しや、予算編成での「選択

目指す。と集中」による事業の重点化。
・指定管理者制度の導入 約１４億円

【歳入確保】 合計 約19億円
・県税の未収金対策として「三重地方税管理県税の未収金対策として 三重地方税管理

回収機構」の設立、インターネット公売の導入な
ど、積極的な滞納整理を実施。

・未利用の県有財産の売却やバナー公告など、
多様な収入を確保。さらに、一般競争入札によ
る自動販売機設置場所の貸付なども実施
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る自動販売機設置場所の貸付なども実施。



起債運営の基本的な考え方起債運営の基本的な考え方

優先

○「将来負担の適正化」を十分考慮した県債管理
・事業の「選択と集中」により県債発行規模を圧縮
・元利償還に対して交付税措置があり将来負担の少ない起債事業を優先
・交付税措置に合わせた元利償還
⇒いたずらに償還期間を延伸せず、将来負担を適正化

・満期一括償還に備えた基金（県債管理基金）の積み立て
（発行初年度から、３０分の１ずつ）

○「調達コストを最小化」させる起債運営
・銀行等引受債のシ団引受を主要な資金調達手段として継続実施

行い、

銀行等引受債のシ団引受を主要な資金調達手段として継続実施
・超長期債の入札を実施することで、市場動向や投資家動向などを

踏まえた適切な条件設定
・有利な条件で調達可能な共同発行市場公募債を導入
・県債管理基金に積み立てた資金は、地方債等による長期運用を行い、行い、県債管理基金に積み立てた資金は、地方債等による長期運用を行い、

調達コストを低減

○「起債運営の健全性」を確保する県債管理○「起債運営の健全性」を確保する県債管理
・５年、１０年、１５年、２０年の固定金利でﾊﾞﾗﾝｽよく調達
・年間を通じた発行の平準化
⇒金利負担及び金利変動リスクを低減

・市場公募債の発行や入札の実施により 調達手段を多様化
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・市場公募債の発行や入札の実施により、調達手段を多様化



今年度の起債概要今年度の起債概要

平成２２年度発行計画（当初予算ベース）

起 債 事 業 区 分 建設地方債６２４億円、退職手当債１００億円、臨時財政対策債７４５億円

資 金 区 分
公的資金約６２０億円、銀行等引受シ団約５５０億円、
個別発行市場公募債１００億円、共同発行市場公募債１００億円、

債

平成２２年度個別債発行計画 平成２２年度市場公募債引受シンジケ ト団構成

超長期債（２０年）入札１００億円

構成 バ 構成 バ

平成２２年度個別債発行計画 平成２２年度市場公募債引受シンジケート団構成

発 行 日 平成22年11月30日

条件決定日 平成22年11月10日

発 行 額 １００億円

構成メンバー シェア（％) 構成メンバー シェア（％)

百五銀行 20 岡三証券 10

みずほコーポレート銀行 13 野村證券 10

第三銀行 7 大和証券キャピタル・マーケッツ 6発 行 額 １００億円

年 限 １０年（満期一括）
三重銀行 7 日興コーディアル証券 6

みずほ銀行 2 みずほ証券 6

三井住友銀行 2 三菱UFJモルガン・スタンレー証券 6

菱 銀 ド証券
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三菱東京ＵＦＪ銀行 2 SMBCフレンド証券 1

東海東京証券 1

みずほインベスターズ証券 1



お問い合わせ先お問い合わせ先お問い合わせ先お問い合わせ先

■三重県総務部予算調整室企画グループ

〒514 8570 三重県津市広明町13〒514-8570 三重県津市広明町13

ＴＥＬ 059-224-2119 ／ ＦＡＸ 059-224-2125

Email  yosan@pref.mie.jpy p jp

■ホームページ

http://www.pref.mie.jp/YOSAN/HP/kensai
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